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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第３四半期
連結累計期間

第10期
第３四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上収益
(百万円)

15,679 19,542 21,814

（第３四半期連結会計期間） (6,128) (7,482)  

税引前四半期利益又は税引前利益 (百万円) 3,396 4,007 4,768

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 (百万円)
2,272 2,654 3,247

（第３四半期連結会計期間） (1,135) (1,210)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
(百万円) 2,272 2,658 3,254

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 30,146 62,877 31,170

総資産額 (百万円) 60,385 95,138 62,053

基本的１株当たり四半期（当期）利益
(円)

40.46 44.98 57.74

（第３四半期連結会計期間） (20.16) (19.28)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）

利益
(円) 38.14 42.66 54.16

親会社所有者帰属持分比率 (％) 49.9 66.1 50.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,883 2,490 3,808

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △5,268 △21,803 △8,101

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,055 27,874 △2,414

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円) 14,459 21,754 13,192

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいております。

３．第１四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前第３四半期連

結累計期間及び前連結会計年度の関連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金額によっております。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ＪＭＤＣ）、子会社33社により構成されており、

「ヘルスビッグデータ」、「遠隔医療」、「調剤薬局支援」の３つを報告セグメントとしております。各報告セグメ

ントを構成する事業及び主な会社は、以下のとおりであります。

 

（１）ヘルスビッグデータ

報告セグメントを構成する事業 主な会社

インダストリー向け事業 当社、メディカルデータベース株式会社、データインデックス

株式会社、エヌエスパートナーズ株式会社、リアルワールド

データ株式会社
保険者・生活者向け事業

医療提供者向け事業

 

（２）遠隔医療

報告セグメントを構成する事業 主な会社

遠隔医療事業 株式会社ドクターネット

 

（３）調剤薬局支援

報告セグメントを構成する事業 主な会社

調剤薬局支援事業 株式会社ユニケソフトウェアリサーチ

 

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

 

[ヘルスビッグデータ]

当社は2022年７月29日付で、リアルワールドデータ株式会社の株式を取得し、子会社化しました。なお、その他の

子会社取得等を含めると、当四半期連結累計期間において６社純増しております。

 

[遠隔医療]

主要な関係会社の異動はありません。

 

[調剤薬局支援]

主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」と

いう。）の状況の概要は次のとおりであります。なお、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度末の数値

については、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による遡及修正後の金額を記載しております。

 

①　経営成績の状況

　当社は、「データとＩＣＴの力で、持続可能なヘルスケアシステムを実現する」ことを目指して、日本のヘルス

ケア業界の多様なデータを結集し、社会に還元することを通じて、生活者の健康増進や医療プロバイダーの価値向

上・業務最適化を支援しております。

　ヘルスビッグデータセグメントは、健康保険組合を中心とした保険者の保健事業を推進するため、保険者が保有

するデータの分析サービスの他、当社開発のＰＨＲサービスを提供しております。また、医療機関に対しても医療

データ分析サービス、診療報酬ファクタリングサービスの他、薬剤ＤＢの提供等を行っております。さらに、こう

した業務の付帯として受領した匿名加工情報をデータベース化し、学術・産業利用を進めております。

　遠隔医療セグメントは、放射線診断専門医が不足している医療機関と契約読影医を遠隔読影システムでつなぐ

マッチングサービスの他、医療機関と放射線診断専門医をクラウドでつなぎ、遠隔での画像診断を可能としたＡＳ

Ｐサービスを提供しております。

　調剤薬局支援セグメントは、保険薬局に対してレセコン及び電子薬歴システムなどのシステム開発・販売事業を

行う他、自らも調剤薬局を運営する中で、自社システムのオペレーションテストを実施しております。

　当第３四半期連結累計期間の業績は、以下のとおりであります。

 

（当期の業績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　 分

第９期
第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日）

第10期
第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日）

比較増減

売上収益 15,679  19,542  ＋3,863 ＋24.6%

営業利益 3,405  4,028  ＋623 ＋18.3%

EBITDA(マージン) 4,580 (29.2%) 5,332 (27.3%) ＋751 ＋16.4%

 

（セグメントの業績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　 分

第９期
第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日）

第10期
第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日）

比較増減

ヘルスビッグ

データ

セグメント売上収益 9,883  13,144  ＋3,260 ＋33.0%

セグメント利益(率） 3,412 (34.5%) 4,022 (30.6%) ＋609 ＋17.9%

遠隔医療
セグメント売上収益 3,370  3,799  ＋428 ＋12.7%

セグメント利益(率） 1,200 (35.6%) 1,416 (37.3%) ＋216 ＋18.0%

調剤薬局支援
セグメント売上収益 2,567  2,788  ＋220 ＋8.6%

セグメント利益(率） 209 ( 8.2%) 310 (11.1%) ＋101 ＋48.2%

調整額
セグメント売上収益 △143  △189  △46 －

セグメント利益 △242  △417  △174 －

合計
売上収益 15,679  19,542  ＋3,863 ＋24.6%

EBITDA(マージン） 4,580 (29.2%) 5,332 (27.3%) ＋751 ＋16.4%

（注）当社グループの経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、EBITDAがあります。当

社グループは、EBITDAを用いて各セグメントの業績を測定しており、当社グループの業績評価をより効果的に行うために有用かつ必

要な指標であると考えております。EBITDA及びEBITDAマージンの計算式は以下のとおりです。

・EBITDA　　　　：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用

・EBITDAマージン：EBITDA/売上収益×100
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［ヘルスビッグデータ］

当社グループは健康保険組合より寄せられたレセプト（入院、外来、調剤）、健診データ及び加入者台帳を匿

名加工することで、民間利用可能な国内最大規模のヘルスビッグデータを有しております。当第３四半期連結累

計期間においても取引先健康保険組合数、利活用先である製薬企業及び保険会社の１顧客あたりの年間取引額は

それぞれ前年同期比ベースで継続して増加しており、事業は拡大を続けております。

また、当社開発の健康情報プラットフォーム「ＰｅｐＵｐ」（ペップアップ）により、上記のヘルスビッグ

データに基づいて、一人ひとりのユーザーに合わせた個別アドバイスや疾病リスク表示を行っております。Ｐｅ

ｐＵｐの発行ＩＤ数は当第３四半期連結累計期間においても拡大を続けております。

上記の事業拡大に加え、2022年７月にリアルワールドデータ株式会社を子会社化すること等により、医療機関

由来のデータを大きく拡充するとともに、臨床試験等の新たな領域へのサービス提供への取り組みを開始してお

ります。

また、株式会社LayerXとの間で、データプライバシー保護に関する共同研究を開始いたしました。これによ

り、当社が第三者提供を行う医療・健康分野に関するデータの匿名性を数学的にも説明可能なものとするととも

に、匿名性担保のプロセスの効率性とデータの有用性をそれぞれ向上させることを目指しております。

当第３四半期連結累計期間においても、新型コロナウィルス感染症拡大による対面営業の抑制等のマイナス要

因は続いておりますが、その中で事業は拡大を続けております。

この結果、当第３四半期連結累計期間のセグメント売上収益は、13,144百万円となり、セグメント利益（セグ

メントEBITDA）は4,022百万円となりました。

 

［遠隔医療］

当社グループは国内最大の放射線診断専門医プラットフォームを有しております。当第３四半期連結累計期間

においても、新型コロナウィルス感染症拡大による来院自粛に伴う医療機関あたりの画像診断依頼の減少の影響

が続いておりますが、前年同期比では回復の動きがみられており、また、遠隔読影サービスを活用する医療機関

数が拡大した結果、売上収益は前年同期比ベースで増収となりました。

なお、画像診断をアシストする人工知能エンジンプラットフォーム「ＡＩ―ＲＡＤ」の機能追加や中国での事

業展開を本格化するための準備等、事業拡大のための施策は引き続き進めております。

この結果、当第３四半期連結累計期間のセグメント売上収益は、3,799百万円となり、セグメント利益（セグメ

ントEBITDA）は1,416百万円となりました。

 

［調剤薬局支援］

当第３四半期連結累計期間においては、既存顧客の買換え（リプレース）需要を確保しつつ、新規顧客の開拓

に努めてまいりました。新型コロナウィルス感染症拡大による医療機関への来院控えに伴う調剤薬局への利用頻

度の低下に起因する、自社で営む調剤薬局の売上減少及び顧客調剤薬局の投資抑制の影響は引き続き受けており

ますが、前第１四半期の期中に同業者が当社グループに加入した影響もあり、前年同期比ベースでは増収となり

ました。

この結果、当第３四半期連結累計期間のセグメント売上収益は、2,788百万円となり、セグメント利益（セグメ

ントEBITDA）は310百万円となりました。

 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上収益は19,542百万円、営業利益は4,028百万円、EBITDAは5,332

百万円の増収増益となりました。なお、EBITDAから営業利益への調整は以下のとおりであります。

 

（EBITDAから営業利益への調整表）

（単位：百万円）

 

第９期
第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日）

第10期
第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日）

EBITDA 4,580 5,332

減価償却費及び償却費 △1,191 △1,487

その他の収益 47 203

その他の費用 △31 △18

営業利益 3,405 4,028
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②　財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末と比べ33,085百万円増加し95,138百万円となり

ました。これは主に、リアルワールドデータ株式会社の株式の取得（子会社化）等に伴い、のれんが19,832百万円

増加したことに加え、海外募集による新株式発行及びオムロン株式会社に対する第三者割当による新株式発行を

行った結果、現金及び現金同等物が8,561百万円増加したことによります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ1,393百万円増加し32,281百万円となり

ました。2022年７月に既支払分を含む複数の株式取得資金を使途とした資金の借入19,330百万円を実行しました

が、同年11月に全額を期限前返済しております。

（資本）

　当第３四半期連結会計期間末における資本は、前連結会計年度末と比べ31,691百万円増加し62,857百万円となり

ました。これは主に、海外募集による新株式発行及びオムロン株式会社に対する第三者割当による新株式発行を

行ったこと等により資本金及び資本剰余金が14,888百万円及び14,714百万円それぞれ増加したことに加え、四半期

利益2,655百万円の計上と、配当金の支払565百万円を計上したこと等により利益剰余金が2,092百万円増加したこ

とによります。

 

③　キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ8,562百万円増加し、21,754百万円となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間における税引前四半期利益は4,007百万円となり、前年同期比ベースで611百万円増加

しております。その他、減価償却費及び償却費1,487百万円、営業債権及びその他の債権の増減額△588百万円、法

人所得税の支払額△1,818百万円等を計上した結果、営業活動から得られた資金は、2,490百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、21,803百万円となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による支出19,213百万円、有形固定資産の取得による支出1,192百万円を計上したことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、27,874百万円となりました。これは主に、海外募集による新株式発行及びオム

ロン株式会社に対する第三者割当による新株式発行により、株式の発行による収入29,212百万円を計上した一方

で、配当金の支払額564百万円を計上したことによるものであります。なお、2022年７月に既支払分を含む複数の

株式取得資金を使途とした資金の借入19,330百万円を実行しましたが、同年11月に全額を期限前返済しておりま

す。本取引については短期借入れによる収入及び短期借入金の返済による支出にそれぞれ含まれております。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定には、新型コロナウィルス感染症の影響を考慮しております。前

事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は52百万円であります。なお、当第３

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（６）従業員数

　急速に拡大する事業機会を取り込むため、積極的な人員増強、体制強化を行っております。当第３四半期連結

会計期間末における従業員数は、前連結会計年度末に比べ404名増加し、1,370名となりました。セグメント別の

従業員数は次のとおりであります。

（単位：名）

セグメントの名称
第９期

連結会計年度
（2022年３月31日）

第10期
第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日)
増減

ヘルスビッグデータ 661 1,052 ＋391

遠隔医療 103 115 ＋12

調剤薬局支援 199 201 ＋2

全社（共通） 3 2 △1

合計 966 1,370 ＋404

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であります。

２．全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない従業員数であります。

 

（７）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第３四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

 

（８）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの資本の財源及び資金調達の方針について重要な変更はあ

りません。なお、ヘルスビッグデータ分野における豊富な事業機会を捉えるための、継続的かつ機動的な新規事

業開発とＭ＆Ａ実施に向けた財務余力の確保を目的として、2022年９月20日を払込期日とする海外募集による新

株式発行及びオムロン株式会社に対する第三者割当による新株式発行を行った結果、当第３四半期連結会計期間

末における現金及び現金同等物は21,754百万円となり、流動負債の借入金は875百万円、非流動負債の借入金は

11,297百万円となっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 184,800,000

計 184,800,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 62,836,208 62,871,008
東京証券取引所

(プライム市場)

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株で

あります。

計 62,836,208 62,871,008 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2023年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

２．発行済株式のうち928,000株は、現物出資（契約上の地位及びこれに基づく権利義務325百万円）によるもので

あります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日

(注)

74,400 62,836,208 15 23,980 15 30,481

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確定できないため、

記載することが出来ないことから、直前基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 62,747,300 627,473

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であります。なお、単元
株式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 14,008 － －

発行済株式総数  62,761,808 － －

総株主の議決権  － 627,473 －

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＪＭＤＣ
東京都港区芝大門

二丁目５番５号
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2022年３月31日)

 
当第３四半期連結会計期間

(2022年12月31日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  13,192  21,754

営業債権及びその他の債権  9,283  10,282

その他の金融資産 12 2,561  3,127

棚卸資産  248  326

その他の流動資産  693  748

流動資産合計  25,979  36,240

非流動資産     

有形固定資産  8,420  10,661

のれん ７ 19,169  39,001

無形資産 ７ 5,527  5,898

その他の金融資産 12 1,298  1,616

繰延税金資産  1,516  1,562

その他の非流動資産  141  157

非流動資産合計  36,073  58,898

資産合計  62,053  95,138

負債及び資本     

負債     

流動負債     

借入金 12 777  875

営業債務及びその他の債務  6,182  6,013

リース負債  689  809

未払法人所得税  999  471

契約負債  1,843  1,953

その他の流動負債  1,140  1,067

流動負債合計  11,633  11,190

非流動負債     

借入金 12 10,928  11,297

リース負債  5,401  6,772

退職給付に係る負債  319  349

引当金  276  463

繰延税金負債  769  745

契約負債  1,560  1,461

非流動負債合計  19,254  21,091

負債合計  30,887  32,281

資本     

資本金 ８ 9,091  23,980

資本剰余金 ８ 12,483  27,197

自己株式  △2  △2

その他の資本の構成要素  17  29

利益剰余金  9,580  11,672

親会社の所有者に帰属する持分合計  31,170  62,877

非支配持分  △5  △19

資本合計  31,165  62,857

負債及び資本合計  62,053  95,138
 

EDINET提出書類

株式会社ＪＭＤＣ(E35308)

四半期報告書

11/33



（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上収益 10 15,679  19,542

売上原価  6,609  8,520

売上総利益  9,069  11,021

販売費及び一般管理費  5,680  7,177

その他の収益  47  203

その他の費用  31  18

営業利益  3,405  4,028

金融収益  36  47

金融費用  45  69

税引前四半期利益  3,396  4,007

法人所得税費用  1,124  1,351

四半期利益  2,271  2,655

        

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  2,272  2,654

非支配持分  △0  0

四半期利益  2,271  2,655

        

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 40.46  44.98

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 38.14  42.66
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結会計期間

(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

売上収益  6,128  7,482

売上原価  2,346  3,178

売上総利益  3,782  4,304

販売費及び一般管理費  2,115  2,479

その他の収益  14  0

その他の費用  9  3

営業利益  1,672  1,821

金融収益  22  0

金融費用  14  47

税引前四半期利益  1,681  1,773

法人所得税費用  546  554

四半期利益  1,134  1,218

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  1,135  1,210

非支配持分  △1  8

四半期利益  1,134  1,218

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 20.16  19.28

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 18.99  18.45
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期利益  2,271  2,655

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
 1  3

純損益に振り替えられることのない項目合計  1  3

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の外貨換算差額  △1  0

純損益に振替えられる可能性のある項目合計  △1  0

税引後その他の包括利益  △0  3

四半期包括利益  2,271  2,659

     

四半期包括利益合計の帰属     

親会社の所有者  2,272  2,658

非支配持分  △0  0

四半期包括利益  2,271  2,659
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結会計期間

(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

四半期利益  1,134  1,218

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
 0  △3

純損益に振り替えられることのない項目合計  0  △3

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の外貨換算差額  △0  1

純損益に振替えられる可能性のある項目合計  △0  1

税引後その他の包括利益  0  △2

四半期包括利益  1,135  1,216

     

四半期包括利益合計の帰属     

親会社の所有者  1,136  1,208

非支配持分  △1  8

四半期包括利益  1,135  1,216
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

        (単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本
剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

    

在外営業
活動体の
外貨換算
差額

 

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

 新株予約権

2021年４月１日時点の残高  8,971  12,932  △1  △2  －  25

四半期利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  △1  1  －

四半期包括利益合計  －  －  －  △1  1  －

新株予約権の発行  －  －  －  －  －  1

株式に基づく報酬取引  －  －  －  －  －  0

新株予約権の行使  98  89  －  －  －  △4

新株予約権の失効  －  －  －  －  －  △0

自己株式の取得  －  －  △0  －  －  －

企業結合による変動  －  △560  －  －  －  －

利益剰余金への振替  －  －  －  －  △1  －

所有者との取引額合計  98  △471  △0  －  △1  △3

2021年12月31日時点の残高  9,070  12,461  △1  △3  －  22

 

            

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計

 
その他の資本
の構成要素

 

利益剰余金

 

合計

  

  合計     

2021年４月１日時点の残高   23  6,323  28,250  －  28,250

四半期利益   －  2,272  2,272  △0  2,271

その他の包括利益   △0  －  △0  －  △0

四半期包括利益合計   △0  2,272  2,272  △0  2,271

新株予約権の発行   1  －  1  －  1

株式に基づく報酬取引   0  －  0  －  0

新株予約権の行使   △4  －  182  －  182

新株予約権の失効   △0  －  △0  －  △0

自己株式の取得   －  －  △0  －  △0

企業結合による変動   －  －  △560  0  △559

利益剰余金への振替   △1  1  －  －  －

所有者との取引額合計   △4  1  △376  0  △376

2021年12月31日時点の残高   19  8,597  30,146  △0  30,146
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当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

        (単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本
剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

    

在外営業
活動体の
外貨換算
差額

 

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

 新株予約権

2022年４月１日時点の残高  9,091  12,483  △2  △4  －  21

四半期利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  0  3  －

四半期包括利益合計  －  －  －  0  3  －

新株予約権の発行  －  －  －  －  －  13

新株予約権の行使  155  155  －  －  －  △1

新株予約権の失効  －  0  －  －  －  △0

新株の発行 ８ 14,732  14,558  －  －  －  －

自己株式の取得  －  －  △0  －  －  －

配当金 ９ －  －  －  －  －  －

企業結合による変動  －  －  －  －  －  －

利益剰余金への振替  －  －  －  －  △3  －

所有者との取引額合計  14,888  14,714  △0  －  △3  11

2022年12月31日時点の残高  23,980  27,197  △2  △4  －  33

 

            

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計

 
その他の資本
の構成要素

 

利益剰余金

 

合計

  

  合計     

2022年４月１日時点の残高   17  9,580  31,170  △5  31,165

四半期利益   －  2,654  2,654  0  2,655

その他の包括利益   3  －  3  －  3

四半期包括利益合計   3  2,654  2,658  0  2,659

新株予約権の発行   13  －  13  －  13

新株予約権の行使   △1  －  309  －  309

新株予約権の失効   △0  －  －  －  －

新株の発行 ８  －  －  29,290  －  29,290

自己株式の取得   －  －  △0  －  △0

配当金 ９  －  △565  △565  －  △565

企業結合による変動   －  －  －  △15  △15

利益剰余金への振替   △3  3  －  －  －

所有者との取引額合計   8  △562  29,048  △15  29,032

2022年12月31日時点の残高   29  11,672  62,877  △19  62,857
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  3,396  4,007

減価償却費及び償却費  1,191  1,487

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  △740  △588

棚卸資産の増減額（△は増加）  △42  △58

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  △31  △424

その他  △550  △45

小計  3,222  4,378

利息及び配当金の受取額  36  0

利息の支払額  △43  △68

法人所得税の支払額  △1,332  △1,818

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,883  2,490

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △258  △1,192

無形資産の取得による支出  △597  △802

貸付けによる支出  △10  △760

貸付金の回収による収入  －  110

投資の取得による支出  △53  △166

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る収入
 －  25

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る支出
６ △4,327  △19,213

その他  △21  195

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,268  △21,803

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入  －  19,330

短期借入金の返済による支出  △2,622  △19,543

長期借入れによる収入  1,470  961

長期借入金の返済による支出  △590  △1,187

リース負債の返済による支出  △496  △656

株式の発行による収入 ８ －  29,212

新株予約権の行使による収入  182  309

配当金の支払額 ９ －  △564

その他  1  12

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,055  27,874

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △5,439  8,562

現金及び現金同等物の期首残高  19,898  13,192

現金及び現金同等物に係る換算差額  0  △0

現金及び現金同等物の四半期末残高  14,459  21,754
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ＪＭＤＣ（以下「当社」という。）は、日本に所在する株式会社であります。その登記されている本

社の住所は当社のウェブサイト（https://www.jmdc.co.jp/）で開示しております。当社の要約四半期連結財務

諸表は、2022年12月31日を期末日とし、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）から構成されて

おります。

　当社グループの主な事業内容は、注記「５．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨の記載

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第

93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約四半期連結財務諸表は、2023年２月14日に代表取締役社長兼ＣＥＯ　松島陽介及び取締役副社長兼

ＣＦＯ　山元雄太によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を

基礎として作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満

を切り捨てて表示しております。

 

 

３．重要な会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見

積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを

変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定には、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しております。本

要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と

同様であります。
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５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。当社グループは提供するサービスの性質の類似性を勘案し、「ヘルスビッグデータ」、「遠隔医療」及び

「調剤薬局支援」の３つを報告セグメントとしております。

　各報告セグメントに含まれる主な事業及び主要なサービスは以下のとおりであります。
 
報告セグメント 主な事業 主要なサービス

ヘルスビッグデータ インダストリー向け事業

保険者・生活者向け事業

医療提供者向け事業

医療データベース（レセプト・医薬品ほか）の開

発・提供、医療ビッグデータの分析

遠隔医療 遠隔医療事業 遠隔読影マッチングサービス及び遠隔読影システ

ムのＡＳＰサービス

調剤薬局支援 調剤薬局支援事業 調剤薬局向け業務システムの開発・販売

 

(2) 報告セグメントに関する情報

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

　セグメント間の内部売上収益は、市場価格や製造原価を勘案し、価格交渉の上決定した取引価格に基づいてお

ります。セグメント利益はEBITDA（営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用）であります。

　なお、前第３四半期連結累計期間の数値については、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による遡及修正

後の金額を記載しております。

 

前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額

（注）
連結

 
ヘルスビッグ

データ
遠隔医療 調剤薬局支援 計

売上収益       

外部収益 9,831 3,370 2,476 15,679 － 15,679

セグメント間収益 52 － 90 143 △143 －

合計 9,883 3,370 2,567 15,822 △143 15,679

セグメント利益       

EBITDA 3,412 1,200 209 4,823 △242 4,580

（注）調整額の内容は、セグメント間取引の消去及び全社費用になります。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額

（注）
連結

 
ヘルスビッグ

データ
遠隔医療 調剤薬局支援 計

売上収益       

外部収益 13,081 3,799 2,661 19,542 － 19,542

セグメント間収益 62 － 127 189 △189 －

合計 13,144 3,799 2,788 19,732 △189 19,542

セグメント利益       

EBITDA 4,022 1,416 310 5,749 △417 5,332

（注）調整額の内容は、セグメント間取引の消去及び全社費用になります。
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　EBITDAから税引前四半期利益への調整表は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
 至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
 至　2022年12月31日)

EBITDA 4,580 5,332

減価償却費及び償却費 △1,191 △1,487

その他の収益 47 203

その他の費用 △31 △18

営業利益 3,405 4,028

金融収益 36 47

金融費用 △45 △69

税引前四半期利益 3,396 4,007

 

前第３四半期連結会計期間(自　2021年10月１日　至　2021年12月31日)

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額

（注）
連結

 
ヘルスビッグ

データ
遠隔医療 調剤薬局支援 計

売上収益       

外部収益 4,033 1,221 873 6,128 － 6,128

セグメント間収益 20 － 34 54 △54 －

合計 4,054 1,221 907 6,183 △54 6,128

セグメント利益       

EBITDA 1,677 470 46 2,193 △85 2,107

（注）調整額の内容は、セグメント間取引の消去及び全社費用になります。

 

当第３四半期連結会計期間(自　2022年10月１日　至　2022年12月31日)

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額

（注）
連結

 
ヘルスビッグ

データ
遠隔医療 調剤薬局支援 計

売上収益       

外部収益 5,221 1,359 901 7,482 － 7,482

セグメント間収益 19 － 43 62 △62 －

合計 5,241 1,359 944 7,545 △62 7,482

セグメント利益       

EBITDA 1,993 492 118 2,603 △227 2,376

（注）調整額の内容は、セグメント間取引の消去及び全社費用になります。
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　EBITDAから税引前四半期利益への調整表は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
 至　2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2022年10月１日
 至　2022年12月31日)

EBITDA 2,107 2,376

減価償却費及び償却費 △440 △551

その他の収益 14 0

その他の費用 △9 △3

営業利益 1,672 1,821

金融収益 22 0

金融費用 △14 △47

税引前四半期利益 1,681 1,773
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６．企業結合

前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

個別にも全体としても重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

（リアルワールドデータ株式会社）

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称　リアルワールドデータ株式会社

事業の内容　各種データベースの構築事業（診療情報、学校健診・乳幼児健診・妊婦健診情報等）

② 取得日

2022年７月29日

③ 取得した議決権付資本持分の割合

100％

④ 企業結合を行った理由

大規模医療機関を中心とした電子カルテ（診療情報）データ等を活用し、既存の事業の拡大及び臨床試験領

域への事業拡大を目的としております。

⑤ 被取得企業の支配の獲得方法

現金を対価とする株式取得

 

(2）取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

（単位：百万円）

 金額

支払対価の公正価値（現金） 17,000

取得資産及び引受負債の公正価値  

現金及び現金同等物 557

営業債権及びその他の債権 62

上記以外の流動資産 39

非流動資産 88

営業債務及びその他の債務 △88

上記以外の流動負債 △45

非流動負債 △16

取得資産及び引受負債（純額） 598

のれん 16,401

 

　当該企業結合に係る取得関連費用は16百万円であり、すべて要約四半期連結損益計算書の「販売費及び一

般管理費」に計上しております。

　当該企業結合により生じたのれんは、ヘルスビッグデータセグメントに計上されております。のれんの主

な内容は個別に認識要件を満たさない、取得から生じることが期待される既存事業とのシナジー効果と超過

収益力であります。

　取得した資産及び引き受けた負債については、当第３四半期連結会計期間末において取得対価の配分が完

了していないため、現時点で入手可能な情報に基づいて暫定的に算定しております。

　なお、のれんについて、税務上損金算入を見込んでいる金額はありません。

 

(3）取得に伴うキャッシュ・フロー

（単位：百万円）

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 △17,000

支配獲得時の資産のうち現金及び現金同等物 557

子会社株式の取得による支出 △16,442

 

(4）業績に与える影響

　当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及び当該企業結合が期首に実施されたと仮定した場合の損益情

報は、要約四半期連結財務諸表に与える影響額に重要性がないため開示しておりません。
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７．のれん及び無形資産

　企業結合で生じたのれん及び耐用年数を確定できない無形資産の帳簿価額のセグメント別内訳は以下のとおり

であります。

（単位：百万円）

 報告セグメント
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

のれん ヘルスビッグデータ 15,137 34,970

 遠隔医療 2,417 2,417

 調剤薬局支援 1,613 1,613

 合計 19,169 39,001

耐用年数を確定できない

無形資産

ヘルスビッグデータ 47 47

調剤薬局支援 237 237

合計 284 284

 

　当第３四半期連結累計期間において、重要ではない一部の企業結合の暫定的な会計処理の確定を行っており、

前連結会計年度の数値については、暫定的な会計処理の確定による取得対価の配分額の見直しが反映された後の

金額によっております。

　当第３四半期連結累計期間において、リアルワールドデータ株式会社の企業結合を実施したこと等に伴い、ヘ

ルスビッグデータセグメントにおけるのれんが19,832百万円増加しております。

　なお、上記ののれんには当第３四半期連結会計期間末において取得対価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額が19,761百万円（すべてヘルスビッグデータセグメント）含まれております。

 

８．資本金及びその他の資本項目

前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

　2022年９月20日を払込期日とする海外募集による新株式発行及びオムロン株式会社に対する第三者割当によ

る新株発行により、5,500,000株の新株を発行し、資本金が14,732百万円、資本剰余金が14,558百万円それぞれ

増加しております。

 

９．配当金

配当金の支払額は以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

決議 株式の種類
配当金の総額 １株当たり配当額

基準日 効力発生日
（百万円） （円）

2022年５月10日

取締役会
普通株式 565 10.00 2022年３月31日 2022年６月７日
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10．売上収益

分解した収益と報告セグメントの関係は以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

（単位：百万円）

 報告セグメント

 ヘルスビッグ

データ
遠隔医療 調剤薬局支援 合計

財又はサービスの移転時期     

一時点で移転される財又はサービス 5,511 3,149 1,078 9,740

一定の期間にわたり移転されるサービス 4,319 221 1,397 5,938

合計 9,831 3,370 2,476 15,679

 

当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

（単位：百万円）

 報告セグメント

 ヘルスビッグ

データ
遠隔医療 調剤薬局支援 合計

財又はサービスの移転時期     

一時点で移転される財又はサービス 7,563 3,526 1,114 12,205

一定の期間にわたり移転されるサービス 5,517 272 1,546 7,337

合計 13,081 3,799 2,661 19,542
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11．１株当たり利益

（第３四半期連結累計期間）

(1）基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 2,272 2,654

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（百万円）   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
2,272 2,654

加重平均普通株式数（千株） 56,168 59,016

基本的１株当たり四半期利益（円） 40.46 44.98

 

(2）希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
2,272 2,654

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
2,272 2,654

加重平均普通株式数（千株） 56,168 59,016

普通株式増加数   

新株予約権（千株） 3,424 3,213

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 59,592 62,230

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 38.14 42.66
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（第３四半期連結会計期間）

(1）基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
至　2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2022年10月１日
至　2022年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 1,135 1,210

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（百万円）   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
1,135 1,210

加重平均普通株式数（千株） 56,329 62,801

基本的１株当たり四半期利益（円） 20.16 19.28

 

(2）希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

 
前第３四半期連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
1,135 1,210

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
1,135 1,210

加重平均普通株式数（千株） 56,329 62,801

普通株式増加数   

新株予約権（千株） 3,473 2,810

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 59,802 65,612

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 18.99 18.45

 

12．金融商品の公正価値

公正価値の算定方法

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価値

測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能なインプットを直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

①　公正価値の測定方法

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

　短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、公正価値の開示を省略しております。

（貸付金、敷金及び保証金）

　貸付金、敷金及び保証金の公正価値については将来キャッシュ・フローを期日までの期間及び信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値により測定しております。

（その他の金融資産）

　株式及び出資金の公正価値については直近の取引価格や純資産価値に基づく評価技法等合理的な方法により算

定しております。

（借入金）

　主として変動金利による借入れであり、短期間で市場金利が反映されること、また、当社グループの信用状態

は借入実行後大きな変動はないことから、帳簿価額を公正価値とみなしております。
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②　償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融資産     

貸付金 2,462 2,462 3,112 3,108

敷金及び保証金 662 647 659 618

その他 133 133 151 151

合計 3,257 3,242 3,922 3,877

償却原価で測定する金融負債     

借入金 11,705 11,705 12,173 12,173

合計 11,705 11,705 12,173 12,173

　償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値はすべてレベル２に分類しております。

　借入金は、１年内返済予定の残高を含んでおります。

 

③　公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産（株式及び出資金） － － 173 173

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産（株式及び出資金） － － 429 429

合計 － － 602 602

 

当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産（株式及び出資金） － － 231 231

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産（株式及び出資金） － － 590 590

合計 － － 821 821

 

　前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間において、公正価値レベル間の振替は行われておりません。ま

た、レベル３に区分される金融資産については、前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間にお

いて、重要な変動は生じておりません。
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13．関連当事者

前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

（単位：百万円）

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

その他の関係会社 オムロン株式会社
第三者割当による新株式発行

（注）
9,998 －

経営幹部 杉田玲夢 新株予約権の行使 107 －

（注）2022年９月５日開催の取締役会において決議した海外募集による新株式発行及び第三者割当による新株

式発行に基づき、当社普通株式について第三者割当により１株当たり5,509円で1,814,900株を割り当

て、新株を発行しております。

 

14．後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月14日

株式会社ＪＭＤＣ

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 戸田　栄

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　裕之

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＭＤ

Ｃの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＪＭ

ＤＣ及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸

表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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